
 

                          障発 1029 第 15 号  

令和３年 10 月 29 日 

 

 

   都道府県知事 

各 指定都市市長  殿 

   中核市市長 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長  

（ 公 印 省 略 ）   

 

 

「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に対す 

るサービス継続支援事業の実施について」の一部改正について（通知） 

 

 

「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に対するサー

ビス継続支援事業の実施について」（令和３年４月 13 日障発 0413 第１号厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）の一部を別添のとおり改正し、令和３

年４月１日から適用することとしたので通知する。 

ついては、管内市町村（特別区を含む。）に対して周知をお願いするとともに、

本事業の適正かつ円滑な実施に期されたい。 

 



「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に対するサービス継続支援事業の実施について」 新旧対照表（下線部赤字：変更箇所） 

 

改正後 現行 

障 発 0 4 1 3 第 １ 号 

令和３年４月 13 日 

最終改正 障 発 1029 第 15 号 

令和３年 10 月 29 日 

 

 

都道府県知事   

各 指定都市市長 殿 

中核市市長 

 

 

 

           厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

（公 印 省 略） 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に対する 

サービス継続支援事業の実施について 

 

 

 

標記については、今般、別紙のとおり「新型コロナウイルス感染症に係

る障害福祉サービス事業所等に対するサービス継続支援事業実施要綱」

を定め、令和３年４月１日から適用することとしたので通知する。 

  

障 発 0 4 1 3 第 １ 号 

令和３年４月 13 日 

 

 

 

 

都道府県知事   

各 指定都市市長 殿 

中核市市長 

 

 

 

           厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

（公 印 省 略） 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に対する 

サービス継続支援事業の実施について 

 

 

 

標記については、今般、別紙のとおり「新型コロナウイルス感染症に

係る障害福祉サービス事業所等に対するサービス継続支援事業実施要

綱」を定め、令和３年４月１日から適用することとしたので通知する。 

  



                                                               

別紙 

新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に 

対するサービス継続支援事業実施要綱 

 

１ 目的 

障害福祉サービス等は、障害児者やその家族等の生活を支えるために

必要不可欠なものであり、新型コロナウイルス感染症の発生に伴う障害

福祉サービス等の提供体制に対する影響を最小限に留めることが重要で

ある。 

そのため、本事業は、障害福祉サービス施設・事業所等（以下「施設・

事業所」という。）が、新型コロナウイルス感染症の感染者等が発生した

場合等において、関係者との緊急かつ密接な連携の下、感染拡大防止対

策の徹底や創意工夫を通じて、必要な障害福祉サービス等を継続して提

供できるよう支援を行う。 

また、施設・事業所において、感染者等が発生した場合に備え、職員の

応援体制やコミュニケーション支援等の障害特性に配慮した支援を可能

とするための体制の構築を行う。 

 

２ 実施主体 

都道府県、指定都市及び中核市（以下「都道府県等」という。）とする。 

ただし、３の（３）及び（４）については、都道府県とする。 

 

３ 事業内容 

（１）～（３）略 

 

（４）障害福祉サービス施設・事業所等における感染防止対策支援事業 

施設・事業所が、感染防止対策を継続的に行うため、衛生用品等の

                                                                   

別紙 

新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に 

対するサービス継続支援事業実施要綱 

 

１ 目的 

障害福祉サービス等は、障害児者やその家族等の生活を支えるために

必要不可欠なものであり、新型コロナウイルス感染症の発生に伴う障害

福祉サービス等の提供体制に対する影響を最小限に留めることが重要で

ある。 

そのため、本事業は、障害福祉サービス施設・事業所等（以下「施

設・事業所」という。）が、新型コロナウイルス感染症の感染者等が発

生した場合において、関係者との緊急かつ密接な連携の下、感染拡大防

止対策の徹底や創意工夫を通じて、必要な障害福祉サービス等を継続し

て提供できるよう支援を行う。 

また、施設・事業所において、感染者等が発生した場合に備え、職員

の応援体制やコミュニケーション支援等の障害特性に配慮した支援を可

能とするための体制の構築を行う。 

 

２ 実施主体 

都道府県、指定都市及び中核市（以下「都道府県等」という。）とする。 

ただし、３の（３）については、都道府県とする。 

 

３ 事業内容 

（１）～（３）略 

 

（新設） 

 



購入に必要な経費を支援する。また、都道府県において当該支援を実

施するために必要な経費を補助する。 

ア 対象施設・事業所 

全ての施設・事業所を対象とする。ただし、令和３年度新型コロ

ナウイルス感染症感染拡大防止継続支援補助金及び令和３年度新

型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等の

サービス提供体制確保事業における介護サービス事業所・施設にお

ける感染防止対策支援事業の補助金交付を受ける場合は、本事業の

対象としない。 

なお、具体的な対象サービス種別は、別添３に規定する。 

イ 助成額（基準単価）及び対象経費 

別添３に規定する。 

 

４～５（略） 

 

別添１～別添２（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４～５（略） 

 

別添１～別添２（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


